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【資料一覧】

１．文部科学省説明「学校法人を取り巻く現状と課題等について」

（文部科学省高等教育局私学部参事官付総括係長（併）平 尾 英 里

法人改革支援係長）

《資料Ｐ１～参照》

２．文部科学省説明 「学校法人制度等の概要及び私立学校法の改正等について」

（文部科学省高等教育局私学部私学行政課課長補佐）相 原 康 人

《資料Ｐ３１～参照》

３．文部科学省説明「学校法人会計基準について」

金 野 綾 子 ）（文部科学省高等教育局私学部参事官（学校法人担当）付専門職

《資料Ｐ９１～参照》

４．文部科学省説明「大学の国際化と危機管理について～安全保障貿易管理に関する観

点から～」

吉 岡 路 ）（文部科学省高等教育局高等教育企画課国際企画室専門官

《資料Ｐ１１３～参照》

． 「 」５ 日本私立学校振興・共済事業団からの説明 日本私立学校振興・共済事業団の概要

日本私立学校振興・共済事業団総務部総務課

《資料Ｐ１３７～参照》

６．日本私立学校振興・共済事業団からの説明 「データから見た私立大学経営」

日本私立学校振興・共済事業団私学経営情報センター

《資料Ｐ１７３～参照》

． 「 」７ 有識者講演 コロナ禍における監事監査のポイント～法的リスクの監査を中心に～

（ＴＭＩ総合法律事務所 パートナー弁護士）大 河 原 遼 平 氏

《資料Ｐ２２１～参照》
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私学行政の現状と課題等について

文部科学省高等教育局私学部参事官付



1. 監事について

2. 監事に期待される役割

3. 学校法人を取り巻く状況について

4. 学校法人運営調査における経営指導の充実について

＜本日の内容＞



１．監事について



学校法人の機関

理事長

理事会

監 事

評議員会

▶学校法人を代表し、業務を総理（＝最高業務執行機関）

【37条1項】

▶学校法人の業務を決する（＝最終的な意思決定機関）
【3６条２項】

▶学校法人を監査し、不正等があれば、所轄庁等に報告【37条3項】

▶学校法人の業務等につき意見を述べる諮問機関【４２条】



学校法人の機関

○学校法人の最高意思決定機関は、合議制機関である理事会である。理事長は、学校法人を代表しその業務を総理する。
○学校法人には評議員会が置かれる。評議員会は理事の定数の２倍以上の定数で組織され、学校法人の職員や卒業生等
が評議員に選任される。予算事項や事業計画、寄附行為の変更等の重要事項については、あらかじめ評議員会の意見
を聞く必要あり。

○大学の、学長は、学校法人の理事として経営に参画する。

【理事会】

・学校法人の業務に関
する最終的な意思決定
機関

・理事の職務の執行を
監督

・私立学校の校長（学
長）を理事として選任

【監事】

・学校法人の業務、財務
状況、理事の業務執行
状況等を監査

【評議員会】

・予算、事業計画、注記
企画、寄附行為の変更
等に意見

（理事長があらかじめ諮
問）

学校法人

監
査

（理事長が）
選任

諮
問

※評議員会の
同意が必要

意
見

学校法人の業務に関する最終的な意思決定機関。

学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。

理事で組織される（学校法人には５人以上の理事を置かなければなら
ない）。議長は理事長。

理事会

学校法人の業務、財務状況、理事の業務執
行状況等を監査する。

学校法人には２人以上の監事を置かなけれ
ばならない。

予算、事業計画、中期計画、寄附行為の変更
等について、理事長があらかじめ諮問。

委員数は理事の定数の２倍を超える数。

評議員会

校長（学長）は理事に就任する。（私立学校を複数設置している場合は、そのう
ち１人以上を理事とすることができる。）

私立学校

監事

学長の
理事就任 私立学校を設置・運営



監事の職務

【私学法３７条３項】
監事の職務は、次のとおりとする。

一 学校法人の業務を監査すること。
二 学校法人の財産の状況を監査すること。
三 理事の業務執行の状況を監査すること。
四 学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、

毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後二月以内に理事会
及び評議員会に提出すること。

五 第一号又から第三号までの規定による監査の結果、学校法人の業務若しくは
財産又は理事の業務執行に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反
する重大な事実があることを発見したときは、これを所轄庁に報告し、又は
理事会及び評議員会に報告すること。

六 前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して理事会及び
評議員会の招集を請求すること。

七 学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、
理事会に出席して意見を述べること。

◆学校法人の業務（経営面だけでなく教学面を含む）、
財産の状況、理事の業務執行の状況を監査し、不正等
があれば対処する。



監事の牽制機能の強化（私立学校法改正関係）

理事の業務執行の状況の監査（第37条第3項第3号～第５号、第７号）

監事の理事会召集請求権及び招集権（第37条第３項第６号及び第４項）
＜私立学校法第37条第４項＞
４ 前項第六号の請求があった日から五日以内に、その請求があった日から二週間以内の日を
理事会又は評議員会の日とする理事会又は評議員会の招集の通知が発せられない場合には、
その請求をした監事は、理事会又は評議員会を招集することができる。

監事による理事の行為の差止め（第40条の５（一般法人法第103条準用））
監事は、理事が学校法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは寄附行為に違反する行為をし、

又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によって当該学校法人に著しい損害が
生じるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為をやめることを請求することができる。

費用等の請求（第40条の５（一般法人法第10６条準用））
監事がその職務の執行について学校法人に対して次に掲げる請求をしたときは、当該学校法人は、

当該請求に係る費用又は債務が当該監事の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、
これを拒むことができない。
一 費用の前払の請求
二 支出した費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求
三 負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合にあっては、相当の担保の

提供）の請求



監事の選任

◆評議員会が同意し、理事長が選任【第38条第４項】
◆２人以上を置く必要あり【第35条第１項】
◆理事、評議員、法人職員との兼任禁止【第39条】
◆外部監事が１人以上含まれる必要あり【第38条第5項】
◆欠格事由あり【第38条第８項（※）】

監事（役員）の解任については、
寄附行為において規定【第30条第1項第５号】

改正前の私立学校法第38条第８項 改正後の私立学校法第38条第８項

学校教育法第九条（校長及び教員の欠格事由）の規定は、
役員に準用する。

次に掲げる者は、役員となることができない。
一 学校教育法第九条各号のいずれかに該当する者
二 心身の故障のため役員の職務の適正な執行ができない
者として文部科学省令で定めるもの

学校教育法第9条

次の各号のいずれかに該当する者は、校長又は教員となることができない。
一 禁錮以上の刑に処せられた者
二 教育職員免許法第十条第一項第二号又は第三号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効の日から三
年を経過しない者

三 教育職員免許法第十一条第一項から第三項までの規定により免許状取上げの処分を受け、三年を経過しない者
四 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その
他の団体を結成し、又はこれに加入した者

※改正あり、令和元年12月14日施行



２．監事に期待される役割



（出典）日本私立学校振興・共済事業団『学校法人の経営改善方策に関するアンケート』報告 大学・短期大学法人編 平成３１年３月 より 文部科学省作成。

監事業務の現状 【大学法人】
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０日 １日～４日 ５日～８日 ９日～１２日 １３日～１６日 １７日以上

◆監事による財務監査、業務監査について要した日数（のべ日数）について（H２９年度）

財務監査日数

業務監査日数

◆監事のサポート体制

【大学法人】

• 監事監査実施をサポートするため、どのような体制を
取っているか。

43.7%

32.1%

7.1%

6.5%

10.6%
内部監査室

内部監査室以外の職員

要望があった場合に人員配置

支援体制を検討中

支援体制なし

◆監事による監査結果の報告について

• 監事による業務監査等の監査結果の報告に関する規程
等はあるか。また規程等がある場合、報告先はどこ
か。

25.4%

84.4%

76.2%

5.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

理事長 理事会 評議員会 その他

90.6%

9.4%

定めがある 定めがない

教学監査日数



（出典）日本私立学校振興・共済事業団『学校法人の経営改善方策に関するアンケート』報告 大学・短期大学法人編 平成３１年３月 より 文部科学省作成。

監事業務に期待される役割

【大学法人】

今後、実施を期待する監査項目 ※（ ）は現在の実施状況

中長期計画・・・３７．８％（６５．６％）
教育活動・・・３３．９％（５０．３％）
各部署の業務執行＜学内事務体制の見直し＞・・・３２．７％（６２．６％）
監査における指摘事項の改善状況・・・３０．７％（７３．８％）
人事、労務管理・・・２８．８％（３４．２％）

学校法人の現在の課題 ＜現在、課題と考えていることは何か。（重要と考えている順に３項目選択）＞

1.8%

2.4%

9.2%

33.6%

44.2%

5.7%

6.7%

12.2%

30.8%

24.0%

11.6%

14.1%

24.2%

7.1%

14.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

学生の多様化、学力低下への対策

経営人材の育成

教育改革推進体制の強化

学生数・志願者数減少への対策

財務の改善・強化

１番 2番 3番



監事への期待

理事長
（理事会）

理事会で意見（合法性、
妥当性、合理性等の
チェックなど） 等

・監事支援のための
体制整備

他法人の監事

監事間ネットワークの構築

・学生
・保護者
・取引業者
・地域社会

等

理解・支援

予算

事業計画

業務執行

その他・・・

情報収集

情報収集

学校法人

社 会

施設・設備

・定期的な業務状況等
の報告

教職員

・適任者の選任

文部科学省

不正の行為等の報告
（理事会や評議員会で適切な

対応がなされない場合）

同意（選任時）報告・情報収集

評議員会
積極的な
情報公開等

協力・支援
三様監査の充実

（連携・協力の推進）

外部
監査人

監 事

内部監査



監事機能の充実強化のためのポイント

◆監事として適格な者を人選

◆監事監査の重要性や監査への協力を法人内に周知

◆監事と役員・教職員との適切な関係の構築

等

◆監事の業務や責任に応じた報酬の支払い

◆常勤監事の設置

◆監事支援のための体制（内部監査室等）の整備

◆監事への情報提供、監事による情報収集



３．学校法人を取り巻く状況について
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万
人

進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）※現役のみ

現役志願率（大学＋短大）

進学率２（大学＋短大）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力（※現役のみ） ＝ 当該年度の大学・短大進学者数（※現役のみ）

当該年度の大学・短大志願者数（※現役のみ）

出典：文部科学省「学校基本統計」令和14年～22年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）（出生中位・死亡中位）」を元に作成
※進学率、現役志願率については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

18歳人口は、平成21～令和2年頃までほぼ横ばいで推移するが、令和3年頃から再
び減少局面に突入し、令和22年には約88万人まで減少することが予測されている。

年

大 学:         53.7%     
短 大:           4.4%         
高専４年次:    0.9%
専門学校:    23.8%

大学: 56.8% 
短大:   4.4%

大学: 53.7%
短大:   4.4%

大学:88.0%
短大: 98.3%

参考データ：18歳人口と高等教育機関への進学率等の推移

S H R



私立学校の役割等

◆ 我が国の高等教育機関（大学、短大、高専）の約７８.６％
が私立。学生数の約７３.４％が私立に在籍。

※令和２年度学校基本調査（速報値）より

◆ 私立学校は、建学の精神に基づき個性豊かな活動を展開。

→ 私立学校は、我が国の学校教育の発展にとって、
質・量ともに重要な役割を果たしている。

◆ また、私立学校は、
→ それぞれの自助努力によって経営基盤の維持・強化や

積極的な情報公開などを行いつつ、国民の要請に応える
個性的で魅力あふれる学校づくりを進めることが期待
されている。
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私立大学の収支状況

●事業活動収入とは
事業活動収入とは、学生生徒等納付金、寄付金、補助金等の学校法人の負債とならない収入

のことで、借入金等は含まない。

●基本金とは
国公立学校のように施設が公費で賄われていない学校法人では、校地・校舎等の新たな取得

や高度化、設備の維持・向上等教育研究の充実に必要な資産相当額を資本 （基本金）として事
業活動収入の中からあらかじめ確保しなければならない。

※教育活動外収入…受取利息・配当金、収益事業等の収入
※特別収入…資産売却差額等の収入

●事業活動支出とは
事業活動支出とは、人件費、教育研究経費等の支出（減価償却費、退職給与引当金繰

入額等現金支出を伴わないものを含む）。

事業活動収入
3兆4,674億円

基本金組入額
3,155億円

（ 2.9% ）

事業活動支出
3兆3,448億円

※出典：日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政（令和元年度版）」

※事業活動収支計算書（595校）の集計

54.1%

37.2%

1.5%

学生生徒等納付金

26,945億円

77.7%

手数料

1,074億円

3.1%

補助金

3,110億円

9.0%

寄付金

611億円

1.8%

付随事業収入

1,042億円

3.0%

教育活動外収入

410億円

1.2%

特別収入

448億円

1.3%

雑収入

1,034億円

3.0%

人件費

18,038億円
教育研究経費

12,540億円

（奨学費）

（967億円）

管理経費

2,374億円

その他の支出

497億円

37.5%

7.1%

53.9%



人件費

1,010億円教育研究経費

543億円

（奨学費）

（56億円） 管理経費

166億円

その他の支出

34億円

私立短期大学等の収支状況

事業活動収入
1,671億円

基本金組入額
115億円

事業活動支出
1,753億円

（ 3.2%）

※出典：日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政（平成30年度版）」

※事業活動収支計算書（317校）の集計

31.0%

9.5%

1.9%

●事業活動収入とは
事業活動収入とは、学生生徒等納付金、寄付金、補助金等の学校法人の負債とならない収入

のことで、借入金等は含まない。

●基本金とは
国公立学校のように施設が公費で賄われていない学校法人では、校地・校舎等の新たな取得

や高度化、設備の維持・向上等教育研究の充実に必要な資産相当額を資本 （基本金）として事
業活動収入の中からあらかじめ確保しなければならない。

※教育活動外収入…受取利息・配当金、収益事業等の収入
※特別収入…資産売却差額等の収入

●事業活動支出とは
事業活動支出とは、人件費、教育研究経費等の支出（減価償却費、退職給与引当金繰

入額等現金支出を伴わないものを含む）。

57.6%

学生生徒等納

付金

1,273億円

76.2%

手数料

22億円

1.3%

補助金

211億円

12.6%

寄付金

9億円

0.5%

付随事業収入

39億円

2.3%

教育活動外収入

19億円

1.1%

特別収入

31億円

雑収入

67億円



私立大学・短期大学・高等学校の収支状況（経年の推移）
（単位：億円）年 度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

集計学校数 ａ
校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校

572 577 586 579 592 588 591 592 596 590 595 592
事業活動収入

（H26以前は帰属収入） ｂ 32,336 32,394 32,379 32,449 33,599 32,946 33,156 33,234 33,540 33,654 34,314 34,674

事業活動支出
（H26以前は消費支出） ｃ 29,762 30,748 30,307 30,382 32,097 30,921 31,371 31,450 32,371 32,544 33,073 33,448

基本金組入前当年度収支差額
（H26以前は帰属収支差額） ｄ＝ｂ－ｃ 2,574 1,646 2,072 2,067 1,502 2,025 1,785 1,784 1,169 1,110 1,241 1,226

事業活動収支差額比率
（H26以前は帰属収支差額比率） ｅ＝ｄ÷ｂ 8.0% 5.1% 6.4% 6.4% 4.5% 6.1% 5.4% 5.4% 3.5% 3.3% 3.6% 3.5%

基本金組入前当年度収支差額
（H26以前は帰属収支差額）が

マイナスの学校数
ｆ

校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校

194 229 230 227 250 208 215 219 243 233 235 215

割合 ｇ＝ｆ÷ａ 33.9% 39.7% 39.2% 39.2% 42.2% 35.4% 36.4% 37.0% 40.8% 39.5% 39.5% 36.3%

年 度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

集計学校数 ａ
校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校

380 376 371 358 353 335 337 333 324 321 317 310
事業活動収入

（H26以前は帰属収入） ｂ 2,530 2,326 2,201 2,098 2,200 1,940 1,961 1,941 1,875 1,838 1,745 1,671

事業活動支出
（H26以前は消費支出） ｃ 2,589 2,451 2,330 2,181 2,147 1,985 1,996 1,939 1,934 1,842 1,806 1,753

基本金組入前当年度収支差額
（H26以前は帰属収支差額） ｄ＝ｂ－ｃ ▲ 59 ▲ 125 ▲ 129 ▲ 83 53 ▲ 45 ▲ 35 2 ▲ 59 ▲ 5 ▲ 61 ▲82

事業活動収支差額比率
（H26以前は帰属収支差額比率） ｅ＝ｄ÷ｂ ▲2.3% ▲5.4% ▲5.9% ▲4.0% 2.4% ▲2.3% ▲1.8% 0.1% ▲3.2% ▲0.3% ▲3.5% ▲4.9%

基本金組入前当年度収支差額
（H26以前は帰属収支差額）が

マイナスの学校数
ｆ

校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校

203 227 223 207 193 189 170 187 184 174 191 196

割合 ｇ＝ｆ÷ａ 53.4% 60.4% 60.1% 57.8% 54.7% 56.4% 50.4% 56.2% 56.8% 54.2% 60.3% 63.2%

年 度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

集計学校数 ａ
校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校

1,273 1,272 1,279 1,244 1,263 1,266 1,286 1,288 730 1,310 1,301 1,289
事業活動収入

（H27以前は帰属収入） ｂ 10,051 9,896 9,891 9,808 10,087 10,173 10,384 10,848 5,833 11,092 11,053 10,985

事業活動支出
（H27以前は消費支出） ｃ 10,129 10,068 9,832 9,619 9,953 9,899 10,109 10,294 5,381 10,637 10,727 10,672

基本金組入前当年度収支差額
（H27以前は帰属収支差額） ｄ＝ｂ－ｃ ▲ 78 ▲ 172 59 189 134 274 275 554 452 455 326 313

事業活動収支差額比率
（H27以前は帰属収支差額比率） ｅ＝ｄ÷ｂ ▲0.8% ▲1.7% 0.6% 1.9% 1.3% 2.7% 2.6% 5.1% 7.7% 4.1% 2.9% 2.8%

基本金組入前当年度収支差額
（H27以前は帰属収支差額）が

マイナスの学校数
ｆ

校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校

701 693 625 578 599 546 553 521 544/1,290 530 582 586

割合 ｇ＝ｆ÷ａ 55.1% 54.5% 48.9% 46.5% 47.4% 43.1% 43.0% 40.5% 42.2% 40.5% 44.7% 45.5%

○ 事業活動収支差額比率（帰属収支差額比率）とは、学校法人の負債とならない収入である事業活動収入（帰属収入）から事業活動支出（消費支出）を差し引いた差額（基本金組入前当年度収支差額（帰属収支差額））が
収入全体の何％に当たるかを見る比率である。
（※）出資（株式）の概念がなく、また、国公立学校のように施設が公費で賄われていない学校法人では、校地・校舎等の新たな取得や高度化、設備の向上など教育研究の充実に必要な資産相当額を資本（基本金）として
事業活動収入（帰属収入）の中からあらかじめ確保しなければならないため、 基本金組入れ相当の基本金組入前当年度収支差額（帰属収支差額）が必要になる。

出典：日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」
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【支援対象となる学校種】大学・短期大学・高等専門学校・専門学校
【支援内容】①授業料等減免制度の創設 ②給付型奨学金の支給の拡充
【支援対象となる学生】住民税非課税世帯 及び それに準ずる世帯の学生

（（令和２年度の在学生（既入学者も含む）から対象））
【財源】少子化に対処するための施策として、消費税率引上げによる財源を活用

国負担分は社会保障関係費として内閣府に予算計上、文科省で執行

授業料等減免
○ 各大学等が、以下の上限額まで授業料等の減免を実施。減免に
要する費用を公費から支出

（授業料等減免の上限額（年額）（住民税非課税世帯））

国公立 私立

入学金 授業料 入学金 授業料

大学 約28万円 約54万円 約26万円 約70万円

短期大学 約17万円 約39万円 約25万円 約62万円

高等専門学校 約８万円 約23万円 約13万円 約70万円

専門学校 約７万円 約17万円 約16万円 約59万円

給付型奨学金
○ 日本学生支援機構が各学生に支給
○ 学生が学業に専念するため、学生生活を送るのに必要な学生生活費を
賄えるよう措置

（給付型奨学金の給付額（年額）（住民税非課税世帯））

国公立 大学・短期大学・専門学校 自宅生 約35万円、自宅外生 約80万円

国公立 高等専門学校 自宅生 約21万円、自宅外生 約41万円

私立 大学・短期大学・専門学校 自宅生 約46万円、自宅外生 約91万円

私立 高等専門学校 自宅生 約32万円、自宅外生 約52万円

支援対象者の要件
○ 進学前は成績だけで否定的な判断をせず、レポート等で本人の
学修意欲を確認
○ 大学等への進学後の学修状況に厳しい要件
大学等の要件：国又は自治体による要件確認を受けた大学等が対象
○ 学問追究と実践的教育のバランスが取れた大学等
○ 経営に課題のある法人の設置する大学等は対象外

令和２年度予算 4,882億円

授業料等減免
2／3

1／3

２／3

1／3

約270万円
〔非課税〕

約300万円 約380万円年収目安

（両親・本人・中学生の家族４人世帯の場合の目安。基準を満たす世帯年収は
家族構成により異なる）

給付型奨学金

住民税非課税世帯に準ずる世帯の学生

住民税非課税世帯の学生の２／３又は１／３を
支援し、支援額の段差を滑らかに

高等教育の修学支援新制度について （実施時期：令和2年4月1日／通常国会で法成立：令和元年5月10日）
【幼児教育･高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針(平成30年12月28日関係閣僚合意)より】

※詳細は、文部科学省ホームページ「高等教育の修学支援新制度」参照（http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/index.htm）

＊政省令：令和元年6月28日公布

授業料等減免 2,528億円※

給付型奨学金 2,354億円
※公立大学等及び私立専門学校に係る
地方負担分（392億円）は含まない。

国・地方の所要額 5,274億円



家計が急変した学生等への支援について
趣 旨

高等教育の修学支援新制度（授業料等減免＋給付型奨学金）は、住民税非課税世帯及びこれに準ずる世帯を対象として支援。
住民税は、前年所得をもとに算定されているが、予期できない事由により家計が急変し、急変後の収入状況が住民税に反映される前に緊
急に支援の必要がある場合には、急変後の所得の見込により要件を満たすことが確認できれば、支援対象とする。

原則 家計急変の場合の特例
申込 年２回（４月始期分、10月始期分） 随時（急変事由の発生後3カ月以内に申し込み）

支援開始時期 ４月始期 又は 10月始期 随時（認定後速やか）※新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、当分の間、
申請日の属する月から支給開始できるよう運用拡充

対象者 家計、学業その他の要件を満たす者 急変事由が生じた者のうち、家計、学業その他の要件を満たす者

所得基準
住民税非課税世帯・これに準ずる世帯について、下記の算式により判定
市町村民税所得割 課税標準額×6% ー (調整控除の額＋税額調整額)

左記に準ずる額（年間所得の見込額を基に基準額を算定）

判定対象となる
所得

前年所得 ※機構はマイナンバーで住民税情報を捕捉
急変事由が生じた後の所得 ※給与明細や帳簿等で確認
※ 新型コロナウイルス感染症による影響で

家計が急変した後の１ヶ月程度の所得で判定

支援区分の変更
毎年、夏に最新の住民税情報を確認し、10月分の支援から、支援区
分を見直し（年１回）

３カ月毎に、急変事由が生じた後の所得を確認し、都度、支援区分を見直
し（一定期間経過後は通常の扱いに戻す）

家計を急変させる予期できない事由
（急変事由）

生計維持者（学生の父母等）の死亡、事故・病気（による就労困難）、
失職（※）、災害等やむを得ない事由
（※）失業について、定年退職や正当な理由のない自己都合退職等の自発的失業は含まない。

（高等教育の修学支援新制度
～授業料等減免・給付型奨学金～）

支援額（例）

➡ この 「やむを得ない事由」 の中に、
今般の新型コロナウイルス感染症の影響による家計の急変についても対象にするよう運用を拡充

授業料等減免 給付型奨学金

入学金 授業料 自宅生 自宅外生

国公立大学 約28万円 約54万円 約35万円 約80万円

私立大学 約26万円 約70万円 約46万円 約91万円

※左記は住民税非課税世帯の場合。
準ずる世帯の場合は2/3又は1/3。

※短期大学、高専、専門学校はそれぞ
れ支援額が異なる。

令和２年度予算額 4,882億円

授業料等減免 2,528億円※

給付型奨学金 2,354億円
※公立大学等及び私立専門学校に係る
地方負担分（392億円）は含まない。

国・地方の所要額 5,274億円

予算



４．学校法人運営調査における経営指導の
充実について



学校法人に対する経営指導体制

◆学校法人運営調査
学校法人の健全な経営の確保に資することを目的として、学校法人の管理運営組織、その活動状況及び財務状況等に
ついて実態を調査するとともに、必要な指導・助言を実施。（昭和５９年より）

学校法人運営調査委員

各学校法人

◆経営改善に向けた指導・助言
経営状況が特に厳しいと認められる学校法人に対しては、経営改善計画（5か年）に基づく経営改善状況の報告を求めると
ともに、ヒアリング等を通じて個別に指導・助言を継続。

＜書面審査、実地調査等を実施＞
管 理
運 営 面

財 務 面 教 学 面
指導・助言 指導・助言に対する

改善状況報告

経営指導の対象法人
経営相談 等

経営改善計画の作成支援 等

、

私学事業団
－経営相談－

○経営上の問題点に
ついて現状分析、
問題点の把握、考
えられる対応策を
整理してアドバイス

○必要に応じて、人
材バンク登録の専
門家（公認会計士、
弁護士、社会保険
労務士、教学専門
家等）と共同で実
施

文部科学省
－経営指導－

○学校法人に経営改
善状況の報告を求
め、経営改善の進
捗状況を把握

○学校法人運営調査
委員等によるヒア
リングを通じて、経
営改善の着実な実
施に向けた指導・
助言を実施

経営指導 等

経営改善計画の提出・報告 等

【経営改善計画（モデル）】

1.法人経営（特に教学、学生募集、財務状況）における現状認識、
問題点とその原因及び今後の課題に関する分析

2.経営改善計画最終年度における財務上の数値目標
※1.の分析を踏まえた目標を記載

3.経営改善計画期間における重点事項及び経営資源等（予算、
人員等）の配分に係る方針

4.実施計画（1.の分析を踏まえた今後の対応策、計画3年目の目標）
（1）建学の精神・ミッションを踏まえた学校法人の目指す将来像
（2）教学改革計画

① 設置校・学部の特徴（強み弱み・環境分析）
② 学部等の改組・募集停止・定員の見直し等
③ カリキュラム改革・キャリア支援等

（3）学生募集対策と学生数・学納金等計画

（4）外部資金の獲得・寄付の充実・遊休資産処分等計画
（5）人事政策と人件費の削減計画
（6）経費削減計画（人件費を除く）
（7）施設等整備計画
（8）借入金等の返済計画

5.組織運営体制
（1）理事長・理事会等の役割・責任
（2）経営改善のための今後の検討・実施体制

（プロジェクトチームの設置等）
（3）情報公開と危機意識の共有

6.財務計画表
7.経営改善計画実施工程表
8.資産の所有状況（土地及び建物の面積、所在地、路線価図を含む）
9.借入金以外の負債状況（未払金、預り金等の状況）

一部の学校法人一部の学校法人

経営改善計画の作成経営改善計画の作成

委員（※）構成
・私学理事（長）、学長／経験者
・弁護士
・公認会計士
・研究者／教授
・民間経験者

（マスコミ・ジャーナリスト等）
※文部科学省組織規則第４５条第１項、第４項

及び第５項に基づき、委員としての職務を遂行。 対象：全文部科学省所轄学校法人

連携（情報共有・意見交換）





近年の学校法人運営調査における主な指摘事項（１）

大項目 中項目 指導・助言事項（その他意見含む）

監事による監査の充実

監事による教学面を含めた業務監査の充実

監事の監査を支援するための事務体制の整備

役員報酬に関する規程の整備

役員退職金支給規程の整備

監事の理事会・評議員会への出席率の改善

評議員会における評議員の出席率の改善

理事会における理事の出席率の改善

決算及び事業の実績を、理事会において決定、評議員会に報告

理事会が学校法人の最終的な意思決定機関であることを踏まえ、常任理事会等の位置づけや役割を明確化

評議員の欠員補充

理事・評議員の選任手続きを適正化

学校法人設立時の財産目録の備え付け

資産総額の変更登記を毎年度所定の期間に行い、文部科学大臣に対する速やかな届出

学校法人会計基準の改正を踏まえた規定の見直し・改正

教員の採用・昇格基準の整備

諸規程の整備

 ・個人情報保護に関する規程 ・情報公開に関する規程 ・公益通報に関する規程  

 ・教職員退職金支給規程   ・学長候補者選考規程  ・学部（学科）長候補者選考規程 

管
理
運
営
組
織

監事

役員報酬

理事会
/評議員会

理事
/評議員

備え付け
/届出

規程



近年の学校法人運営調査における主な指摘事項（２）

大項目 中項目 指導・助言事項（その他意見含む）

資産運用に関する規程の整備

資産運用に関する規定の見直しを含めた適切な改善

収益事業 収益事業の在り方を検討し、必要に応じた寄附行為の変更

貸借対照表注記の記載事項改善

補助活動、国際交流基金事業の計上方法の適正化

経営改善計画 経営改善計画の作成及び着実な実施等による経営基盤の安定確保

設置学部等の学生確保に向けた対応策を立案し着実に実施

定員管理の適正化、定員超過の改善

中長期計画 中長期計画の作成及び着実な実施

教員補充 専任教員の補充

入学者選抜規程の整備

卒業認定基準の明示

財
務

教
学

ＡＰ・ＤＰ

学生確保
/定員管理

財務諸表

資産運用



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

学校法人制度等の概要及び 

私立学校法の改正等について 

 

 

 

 

 

 

 

講師 ： 相原 康人 
（文部科学省高等教育局私学部私学行政課課長補佐） 



学校法人制度等の概要及び
私立学校法の改正等について

文部科学省高等教育局私学部私学行政課



1. 学校法人に関する主な法律等

2. 私立学校法について

3. 学校法人の機関について

～私立学校法の改正・コロナ対応も踏まえながら～

参考１：その他私立学校法で定める内容について

参考２：改正私立学校法Q&A

参考３：留意すべき法改正の動向

1



１．学校法人に関する主な法律等

2



大学ガバナンスに関する教育・経営に係る法令の関係

３



学校法人会計基準

寄附行為審査基準

大学設置基準
短期大学設置基準
大学院設置基準

等

学校法人

大
学

短
大

高
校

専
修
学
校

・
・
・

法人組織・会計・
補助金等について
規律

学校の組織・教育の在り方等を規律

私立学校法

私立学校振興助成法

教育基本法

学校教育法

▶学校法人の設立、管理運営等

▶学校制度の基本を定めたもの

▶教育の目的及び理念等

▶私立大学の経常的経費の補助等

大
学

短
大

高
校

専
修
学
校

・
・
・

学校法人に関する主な法律等について

4

私立学校の設置を目的として、私立学校法の定める
ところにより設立される法人【法第３条】



２．私立学校法について

5



○学校法人の最高意思決定機関は、合議制機関である理事会である。理事長は、学校法人を代表しその業務を総理する。
○学校法人には評議員会が置かれる。評議員会は理事の定数の２倍以上の定数で組織され、学校法人の職員や卒業生

等が評議員に選任される。予算事項や事業計画、寄附行為の変更等の重要事項については、あらかじめ評議員会の意見
を聞く必要あり。

○大学の、学長は、学校法人の理事として経営に参画する。

【理事会】
・学校法人の業務に関す
る最終的な意思決定機
関
・理事の職務の執行を監
督
・私立学校の校長（学
長）を理事として選任

【監事】
・学校法人の業務、財務
状況、理事の業務執行
状況等を監査

【評議員会】
・予算、事業計画、中期
計画、寄附行為の変更
等に意見
（理事長があらかじめ諮
問）

学校法人

監
査

（理事長が）
選任

諮
問※評議員会の

同意が必要
意
見

学校法人の業務に関する最終的な意思決定機関。
学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。
理事で組織される（学校法人には５人以上の理事を置かなければならない）。
議長は理事長。

理事会

学校法人の業務、財務状況、理事の業務執行
状況等を監査する。
学校法人には２人以上の監事を置かなければな
らない。

予算、事業計画、中期計画、寄附行為の変更
等について、理事長があらかじめ諮問。
委員数は理事の定数の２倍を超える数。

評議員会

校長（学長）は理事に就任する。（私立学校を複数設置している場合は、そのうち１人以
上を理事とすることができる。）

私立学校

監事
学長の
理事就任

私立学校を設置・運営

6

学校法人の機関



私立学校法について

7

■昭和24年制定

■私立学校の自主性を重んじ、公共性を高め、
もって私立学校の健全な発達を図ることが目的
【第１条】

■学校法人は私立学校の設置を目的として設立【第3条】

■第３章「学校法人」において、その設立や管理等に
ついて規定

■令和元年に監事機能の強化を含む大幅改正
（令和２年４月１日施行）



令和元年改正私立学校法 関係文書

8

■私立大学等の振興に関する検討会議「議論のまとめ」（平成29年5月）

■大学設置・学校法人審議会 学校法人分科会 学校法人制度改善検討小委
員会「学校法人制度の改善方策について」（平成31年1月）

■学校教育法等の一部を改正する法律等の施行について（通知）
（令和元年7月12日元文科高第228号）

■学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経
過措置に関する政令等の施行について（通知）
（令和元年９月27日元文科高第518号）

■学校法人寄附行為作成例の改正について（通知）
（令和元年９月27日元高私行第15号）

■改正私立学校法説明会（東京会場）資料
（令和元年10月７日）



・ 貸借対照表、収支計算書、事業報告書、監事監査報告書等の
公表（文部科学大臣所轄法人）

・ 事業報告書の記載内容の充実

・ 寄附行為、役員等名簿の公開 等

・ 文部科学大臣所轄法人における中長期計画の策定

・ 「私立大学版ガバナンス・コード」（自主行動基準）の策定の推進

・ 役員の責任の明確化（善管注意義務、第三者に対する損害賠
償責任、役員報酬基準の策定、利益相反行為の対象拡大など）

・ 監事機能の充実（理事の行為の差止請求など）

・ 評議員会機能の充実（中長期計画の策定の際の意見聴取な
ど） 等

学校法人制度の改善方策について（概要）

○ 私立大学等の振興に関する検討会議の「議論のまとめ」（平成29年5月）を踏まえ、今後の学校法人におけるガバナンス機能
の強化等について検討を行うため、大学設置・学校法人審議会学校法人分科会の下に学校法人制度改善検討小委員会を設
置。（主査：日髙義博 専修大学理事長）。

○ 我が国の教育に大きな役割を担う私立学校が、今後も社会からの信頼と支援を得て重要な役割を果たし続けるため、学校法
人の自律的で意欲的なガバナンスの改善や経営の強化の取組、情報公開を促すとともに、学生が安心して学べる環境の整備
を含めた改善方策を検討。

○ 平成29年11月に検討を開始し、計12回の会議を開催。パブリックコメントを経て提言をとりまとめ。今後、私立学校法等の関
係法令を改正予定。

学校法人の自律的なガバナンスの改善・強化 学校法人の経営の強化

学校法人の情報公開の推進 学校法人の破綻処理手続の明確化

責任と権限の明確化によるガバナンスの改善・強化

・ 連携・統合を促進するための私学事業団等の情報提供機能の強
化

・ 学部単位等での円滑な事業譲渡の促進（審査項目の簡略化など）

・ 新たな財務指標を設定し、法人の自主的な経営改善を一層推進す

るとともに、経営改善に向けた指導の強化と、資金ショートの恐れを
含む経営困難な場合に経営判断を促す指導の実施（文部科学大臣
所轄法人） 等

積極的な情報公開と経営状況の「見える化」 破綻処理手続の円滑化等による学生保護の充実

連携・統合の推進と経営改善に向けた指導の強化

・ 解散命令時の所轄庁による適切な清算人の選任による清算
手続き及び破産申立の円滑化

・ 学生のセーフティネットの充実 （コンソーシアムを活用した転
学支援、学生の授業料返還債権の考え方の整理） 等

※ は法改正事項

平成31年１月７日
大学設置・学校法人審議会学校法人分科会

学校法人制度改善検討小委員会

9



理事・理事会 監事

監査

外部理事

評議員会

【選任】 ・職員、卒業生に加え寄附行為の定めるところにより選任された者が就任 ・理事の定数の２倍超で組織
【理事・理事会への牽制機能】 ・予算、事業計画、寄附行為変更等に関する意見聴取義務 ・意見陳述・答申・報告請求権 等

理事長

【選任】

・校長、評議員に加え寄附行為の定めるところに
より選任された者が就任
・５名以上で組織
・１名以上が外部理事
・欠格事由あり

【義務・責任】
・忠実義務
・利益相反行為規制
（代表権のある理事のみ、
所轄庁による特別代理人
の選任が必要）

外部監事【選任】
・評議員会の同意により理事長が選任
・２名以上必要
・１名以上が外部監事
・欠格事由 ・兼任禁止

【理事・理事会への牽制機能】
・業務監査 ・財産状況監査
・監査報告書の作成・提出
・不正行為の報告
・（不正等の場合の）評議員会の招集請求
・理事会への出席・意見陳述

監督

②法人・第三者への損害賠償
責任（44条の２～44条の４）

⑤中期的な計画・役員報酬基準への意見（42条）

③利益相反取引制限の対象
拡大（40条の５）

（１）役員の職務及び責任の明確化等に関する規定の整備
①学校法人の責務の新設：運営基盤の強化、教育の質の向上、運営の透明性の確保（24条）

②善管注意義務（35条の２）

学校法人

（２）情報公開の充実

・寄附行為、役員名簿の一般閲覧
（33条の２、47条）
・役員報酬基準の作成・閲覧（47条、
48条）
・【大】財務書類等及び役員報酬基
準の一般閲覧及び公表（ 47条、63条
の２）

（４）破綻処理手続きの円滑化

・解散命令による解散時の所轄庁に
よる清算人選任（50条の４）

（１）役員の職務及び責任の明確化等に関する規定の整備 【第24条、第35条の２、第37条、第42条、第44条の２等関係】
①学校法人の責務の新設 ②役員の責任の明確化 ③理事・理事会機能の実質化 ④監事の理事に対する牽制機能の強化 ⑤評議員会機能の実質化

（２）情報公開の充実 【第33条の２、第47条、第63条の２等関係】 （３）中期的な計画の作成 【第45条の２関係】
（４）破綻処理手続きの円滑化 【第50条の４関係】 等

（３）中期的な計画等の作成
・予算、事業計画の作成の義務付け
（45条の２）
・【大】認証評価の結果を踏まえた事
業に関する中期的な計画の作成を
義務付け（45条の２）

改正事項

③特別の利害関係を有する理
事の議決権排除（36条）

③監事への報告義務（著しい
損害を及ぼすおそれのある事
実）（40条の５）

②学校法人から役員等に対する
特別の利益供与禁止（26条の２）

意見

④理事の業務執行状況の監査（37条）

④理事会の招集請求権・招集権、評議員
会の招集権の付与（不正等の場合）（37条）

④理事の法令違反行為等の差止め（40条の５）

【大】は大学等を設置する文部科学大臣所轄法人のみ対象

私立学校法の改正について（概要） 令和２年４月１日施行
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①学校法人における評議員会の位置付けを、諮問機関から議決機関へと変
更すること。

②理事及び理事会並びに監事の権限や義務、代表理事の選解任、理事会
招集手続や議事録の作成義務その他の定めを、公益法人制度に対する
提言内容を導入した後の公益財団法人における同様の定めと同水準の内
容になるように変更すること。

③公益財団法人と同様の会計監査人制度を定めた上で、一定規模以上の
学校法人に会計監査人の設置を義務付けること。

④実効的な公益法人のガバナンスの実現に資する主要な原則を取りまとめ
た学校法人ガバナンス・コードの策定を推進すること。

⑤公益法人及び社会福祉法人のいずれにおいても定められているものと同
内容の組織に関する訴えの制度を定めること。

⑥役員の違法行為について、公益法人及び社会福祉法人のいずれにおい
ても定められているものと同内容の罰則を定めること。

⑦「理事長」・「寄付行為」という用語を、公益法人や社会福祉法人同様
に、「代表理事」・ 「定款」へと改めること。

⑧学校法人の解散に際する残余財産の帰属先等について、所管庁に対する
申請及び承認を必要とする仕組み及び学校法人の解散に当たり要する費
用等について学校法人に開示させる仕組みを設ける。

今後の学校法人制度改革の検討について

大学設置・学校法人審議会 学校法人分科会 学校法人制度改善検討小委員会においてとりまとめられた「学校法人制度の改善方策につい
て」（平成31年１月）や令和元年５月に改正・公布された「学校教育法等の一部を改正する法律」の附帯決議では、学校法人制度の改善が
引き続きの検討事項とされている。また、同法律の附則においては、改正法の施行後５年を目途として施行状況の検討とその結果に基づく
所要の措置を講ずることが規定されている。さらに、自民党・行政改革推進本部の下の「公益法人等のガバナンス改革検討チーム」におい
てとりまとめられた提言では、学校法人制度の改革が提言された。こうしたことを踏まえて「経済財政運営と改革の基本方針2019」に盛
り込まれた学校法人制度改革のための検討を行う。

自民党・行政改革推進本部（本部長：塩崎恭久議員）
公益法人等のガバナンス改革検討チーム（座長：牧原秀樹議員）

提言取りまとめ要旨（令和元年６月）

経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月）

「学校法人制度の改善方策について」では、会計監査人
による監査等が引き続きの検討事項となっている。また、
学校教育法等の一部を改正する法律の附帯決議には、理事
長の解職規定を追加することなど、学校法人制度のあり方
について不断の見直しを検討するとされている。

学校法人制度の改善方策について(平成31年１月)・
学校教育法等の一部を改正する法律附帯決議

「学校法人のガバナンスに関する有識者会議」において学校法人制度改革について検討

第３章 経済再生と財政健全化の好循環
２．経済・財政一体改革の推進等
（３)次世代型行政サービスを通じた効率と質の高い行財
政改革

③ＥＢＰＭをはじめとする行政改革の推進

新公益法人制度の発足から10年が経過したことから、
公益法人の活動の状況等を踏まえ、公益法人のガバナ
ンスの在り方等について必要な検討を行う。公益法人と
しての学校法人制度についても、社会福祉法人制度改
革や公益社団・財団法人制度の改革を十分踏まえ、同
等のガバナンス機能が発揮できる制度改正のため、速
やかに検討を行う。
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公益法人としての学校法人制度について、令和元年の私立学校法改正や社会福祉法人制度改革、公

益社団・財団法人制度の改革を踏まえ、同等のガバナンス機能が発揮できる制度改正のための検討

を行うため、「学校法人のガバナンスに関する有識者会議」を開催する。

内閣府で開催される「公益法人のガバナンスの更なる強化等に関する有識者会議」における公益社

団・財団法人のガバナンス機能の発揮のための制度見直しの検討動向も踏まえる。

委員一覧審議状況

第１回（令和２年１月17日）

意見交換

第２回（令和２年２月28日）

第３回（令和２年５月20日）

個別事案の検討

大阪府ヒアリング

第４回（令和２年７月17日）

これまでの主な意見の確認

第５回（令和２年８月24日）

関連事例の紹介

◎能見 善久 東京大学名誉教授

井原 徹 学校法人白梅学園理事長

岡田 譲治 日本監査役協会前会長・最高顧問

梶川 融 太陽有限責任監査法人代表社員・会長

北城 恪太郎 学校法人国際基督教大学前理事長、日本IBM元会長

酒井 邦彦 TMI法律総合事務所、元広島高検検事長

野村 修也 中央大学法科大学院教授

長谷山 彰 慶應義塾長

八田 進二 青山学院大学名誉教授、大原大学院大学教授

両角 亜希子 東京大学大学院教育学研究科准教授
◎：座長

学校法人のガバナンスに関する有識者会議

12



３．学校法人の機関について
～私立学校法の改正・コロナ対応も踏まえながら～
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１.理事会について ＜留意すべき主な点＞

◆理事会は学校法人の業務を決し、
理事の職務執行を監督【第36条第２項】

◆理事会は理事長が招集し、議長となる【第36条第3項、第4項】
◆理事の過半数の出席が必要【第36条第5項】
◆議事は出席理事の過半数で決する【第36条第6項】
◆監事も出席して意見を述べることが必要【改正後の第37条第3項第７号】
◆学校法人の業務等に関して不正等があった場合、監事は理
事長に対して理事会の招集を請求できる【改正後の第37条第3項

第６号 ※新設】

◆上記の請求に対して五日以内に召集の通知が発せられない
場合、監事は理事会を招集することが出来る。【改正後の第37条

第４項 ※新設】

※ 理事の個人的な能力を期待して選任されていることから、本人の出席が原則
（ただし、寄附行為に定めれば、みなし出席（書面による意思表示）も可能）

※ 理事会の議事について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加
わることができない【改正後の第36条第7項 ※新設】
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15

【参考】理事会における定足数・開催方法の考え方

• 理事会の議事の定足数は理事の過半数となり、在職する理事員数の過半数の数の
者が出席しない限り、理事会を開き議事を行うことはできない【第36条第５項】

• この場合において、あらかじめ理事会に付議される事項と理事が意思決定をする
のに必要な資料が理事に示されており、それらの事項につき書面をもってあらか
じめ意思を表示した者は出席者とみなして差し支えない。
（明確化のため、寄附行為において、その旨を定めることが推奨される）

• しかし、単なる白紙委任や理事長等への一任などは、出席者とみなすことはでき
ない。 【私立学校法の一部を規制する法律等の施行について（平成16年7月23日付文部科学事務次官通知）】

定足数の考え方

• 原則として、学校法人における理事会は、単に議決を行うための機関ではなく、
理事が議題について相互に意見交換を行うことにより、学校法人の業務執行の意
思決定を行うことが期待されるものであり、書面のみで決議を行うことは認めら
れない。

• また、例えば、テレビ会議等による理事会開催については、出席者が一堂に会す
るのと同等の相互に十分な議論を行うことができる環境であれば、許容される。

開催方法の考え方



２.理事について ＜留意すべき主な点＞

◆5人以上を置く必要あり【第35条第1項】

◆外部理事が１人以上含まれる必要あり【第38条第5項】

◆各役員（監事を含む）の親族は1人以内【第38条第7項】

◆欠格事由あり【第３８条第８項 ※後述】

◆定数の１／５をこえて欠けた場合、1月以内に補充が必要

【第40条】※監事も同様

◆所轄庁による仮理事の選任【第40条の4】

◆著しい損害を及ぼすおそれのある事実の監事への報告義務

【改正後の第40条の５ ※新設】

◆利益相反取引・競業取引の規制【改正後の第40条の5】
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改正前の私立学校法第40条の５

学校法人と理事との利益が相反する事項については、理事は、代理権を有しない。この場合において、
所轄庁は、利害関係人の請求により又は職権で、特別代理人を選任しなければならない。

私立学校法第40条の５による読替え後の一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
第84条と第92条第2項

【第84条】
理事は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引につき重要な事実を開示し、その承認を受け
なければならない。
一 理事が自己又は第三者のために学校法人の事業の部類に属する取引をしようとするとき
二 理事が自己又は第三者のために学校法人と取引をしようとするとき。
三 学校法人が理事の債務を保証することその他以外の者との間において学校法人と当該理事との利

益が相反する取引をしようとするとき

【第92条第2項】
学校法人においては、第八十四条第一項各号の取引をした理事は、当該取引後、遅滞なく、当該取引に
ついての重要な事実を理事会に報告しなければならない。

考えられ得る具体例

（利益相反行為）
・学校法人が理事から土地を購入する場合
・理事長が代表取締役を務める会社に学校法人が金銭を貸し付ける場合

（競業取引）
・学校法人が収益事業として不動産業を営んでいるときに、理事が不動産業を営みはじめる場合

17
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• 通常は理事総数の決議のもと、理事会で選任
• 意思決定機関はあくまで理事会
• 日常業務については、業務分掌規程等に定めることで、理事会が理事長に
意思決定を行う権限を委任することも可能

◆ 毎年5月末までに、決算及び事業実績を評議員会に
報告し、意見を求めることが必要【第46条】

• 決算は理事会で審議・決定後、評議員会に報告
（予算は予め評議員会の意見を聞いた後、理事会で決定）

３.理事長について ＜留意すべき主な点＞

◆ 理事の中から寄附行為の定めに従って選任【第35条第2項】

◆ 理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理する。

【第37条第１項】
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４.監事について ①-１ ＜監事の職務＞

19

学校法人の業務（経営面だけでなく教学面を含む）、財産の状況を監査し、不正等が
あれば対処する。

○学校法人の業務の監査をすること
○学校法人の財産状況を監査すること
○理事の業務執行の状況を監査すること
○学校法人の業務・財産及び理事の業務執行の状況につき監査報告書を作成し、
理事会及び評議員会へ提出すること

○学校法人の業務や財産、又は理事の業務執行につき法令に違反する重大な事
実等があることを発見したとき、所轄庁又は理事会及び評議員会に報告する
こと。また、その報告をするために必要があるときは、理事長に対して理事
会及び評議員会の招集を請求すること。

○上記の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内
の日を理事会又は評議員会の日とする理事会又は評議員会の招集の通知が発
せられない場合には、その請求をした監事は、理事会又は評議員会を招集す
ることができることとすること

○学校法人の業務や財産又は理事の業務執行につき、理事会に出席して意見を
述べること。

○理事の行為により、学校法人に著しい損害が生じる恐れがある場合、
理事の行為の差止めを請求できること



４.監事について ①-２ ＜監事の職務＞

◆学校法人の業務（経営面だけでなく教学面を含む）、財産の状況を監査し、不正等
があれば対処する。

改正前の私立学校法第37条第３項 改正後の私立学校法第37条第３項、第４項

３ 監事の職務は、次のとおりとする。
一 学校法人の業務を監査すること。
二 学校法人の財産の状況を監査すること。

三 学校法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査
報告書を作成し、当該会計年度終了後二月以内に理事会及び評
議員会に提出すること。
四 第一号又は第二号の規定による監査の結果、学校法人の業務
又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反す
る重大な事実があることを発見したときは、これを所轄庁に報
告し、又は理事会及び評議員会に報告すること。

五 前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して
評議員会の招集を請求すること。
六 学校法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席して
意見を述べること。

３ 監事の職務は、次のとおりとする。
一 学校法人の業務を監査すること。
二 学校法人の財産の状況を監査すること。
三 理事の業務執行の状況を監査すること。
四 学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の
状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計
年度終了後二月以内に理事会及び評議員会に提出すること。
五 第一号から第三号までの規定による監査の結果、学校法人の
業務若しくは財産又は理事の業務執行に関し不正の行為又は法
令若しくは寄附行為に違反する重大な事実があることを発見し
たときは、これを所轄庁に報告し、又は理事会及び評議員会に
報告すること。
六 前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して
理事会及び評議員会の招集を請求すること。
七 学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状
況について、理事会に出席して
意見を述べること。

４ 前項第六号の請求があつた日から五日以内に、その請求があつ
た日から二週間以内の日を理事会又は評議員会の日とする理事会
又は評議員会の招集の通知が発せられない場合には、その請求を
した監事は、理事会又は評議員会を招集することができる。

私立学校法第40条の５による読替え後の一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第103条

監事は、理事が学校法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは寄附行為に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場
合において、当該行為によって当該学校法人に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為をやめることを請求す
ることができる。
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４.監事について ② ＜監事の選任＞

21

◆評議員会が同意し、理事長が選任【第38条第４項】
◆２人以上を置く必要あり【第35条第１項】
◆理事、評議員、法人職員との兼任禁止【第39条】
◆外部監事が１人以上含まれる必要あり【第38条第5項】
◆欠格事由あり【第38条第８項（※）】

監事（役員）の解任については、
寄附行為において規定【第30条第1項第５号】

改正前の私立学校法第38条第８項 改正後の私立学校法第38条第８項

学校教育法第九条（校長及び教員の欠格事由）の規定は、
役員に準用する。

次に掲げる者は、役員となることができない。
一 学校教育法第九条各号のいずれかに該当する者
二 心身の故障のため役員の職務の適正な執行ができない
者として文部科学省令で定めるもの

学校教育法第9条

次の各号のいずれかに該当する者は、校長又は教員となることができない。
一 禁錮以上の刑に処せられた者
二 教育職員免許法第十条第一項第二号又は第三号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効の日から三
年を経過しない者

三 教育職員免許法第十一条第一項から第三項までの規定により免許状取上げの処分を受け、三年を経過しない者
四 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その
他の団体を結成し、又はこれに加入した者

※改正が存在するが、他の改正規定とは異なり令和元年12月14日施行。
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４.監事について ③

22

学校教育法等の一部を改正する法律等の施行について（通知）抜粋（令和元年７月12日）

第三 私立学校法の一部改正
２．留意事項
② 役員の職務及び責任の明確化等
＜監事制度の改善＞
ウ 監事の選任については、評議員会の同意を得ることが必要であるが、理事長が選任する
に当たっては、理事長の判断のみで選任するのではなく、最終的な意思決定機関である理
事会における審議も踏まえて選任する又は監事を選任するための委員会を学校法人に設置
するなど、選任手続きの透明性の確保に努めること。
また、監事に期待される役割に鑑み、監事は理事の配偶者又は三親等以内の親族以外の

者から選任することが望ましいこと。
エ 監事の職務として、従前より学校法人の業務の監査が規定されていたが、理事の業務執
行の状況の監査も含まれることを明確化する観点から、監事の職務に「理事の業務執行の
状況を監査すること」を追加したこと。

オ 監事の監査機能の充実を図る今回の改正の趣旨を踏まえ、各学校法人においては、法人
の規模や実情等に応じ、監事の常勤化を進めることや理事長等から監事に対して定期的に
学校法人の業務の状況等について報告すること、業務の継続性が保たれるよう、各監事の
就任・退任時期を考慮すること、監事の監査を支援するための事務体制や内部監査組織の
整備を行うこと等、監査の充実を図るための取組が期待されること。



５.評議員会について ① ＜評議員会の役割＞

◆上記以外についても、評議員会は、役員に意見を述べたり
諮問に答えたりすることなどが可能【第43条】

◆予算、事業計画等は理事長があらかじめ評議員会の意見を
聴取する義務あり【第42条第１項 ※改正あり】
寄附行為で定めれば、評議員会をそれらの議決機関とする
ことも可能【第42条第２項】

【改正後の私学法４２条１項各号】
一 第四十五条の二第一項の予算及び事業計画
二 第四十五条の二第二項の事業に関する中期的な計画
三 借入金（当該会計年度内の収入をもつて償還する一時の借入金を除く。）及び重要な
資産の処分に関する事項

四 役員に対する報酬等（報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益
及び退職手当をいう。以下同じ。）の支給の基準

五 寄附行為の変更
六 合併
七 第五十条第一項第一号（評議員会の議決を要する場合を除く。）及び第三号に掲げる
事由による解散

八 収益を目的とする事業に関する重要事項
九 その他学校法人の業務に関する重要事項で寄附行為をもつて定めるもの

23



５.評議員会について ② ＜評議員の選任＞

◆評議員は、法人職員、設置する学校の卒業生から１人以上
選任するほか【第44条第１項】、具体的には寄附行為で規定

※解任については寄附行為で規定

◆評議員は理事の定数の２倍をこえる数が必要【第41条第2項】

【私立学校法４４条１項】
評議員となる者は、次の各号に掲げる者とする。

一 当該学校法人の職員のうちから、寄附行為の定めるところにより選任された者
二 当該学校法人の設置する私立学校を卒業した者で年齢二十五年以上のもののうち
から、寄附行為の定めるところにより選任された者

三 前各号に規定する者のほか、寄附行為の定めるところにより選任された者

※ 議事などの評議員会の運営は概ね理事会と同様
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違反すれば法人に対し損害
賠償

義務を負ったり、解任事由
となる

６.役員の責任・運営の透明性の向上等について ①

◆学校法人と役員との関係は、委任に関する規
定に従う。【改正後の第35条の２ ※新設】

（この規定により、役員は善管注意義務を負う
こととなる。）
◆理事は、法令及び寄附行為を遵守し、学校法
人のため忠実にその職務を行わなければならな
い（忠実義務）【第40条の２】

６.役員の責任・その他役員に関する規定について ①

25



違反すれば法人に対し損害
賠償

義務を負ったり、解任事由
となる

◆ 役員は、その任務を怠つたときは、学校法人に対し、こ
れによつて生じた損害を賠償する責任を負う。

【改正後の第44条の２ ※新設】

• これまでも民法上の善管注意義務に基づく債務不履行責任として適用されてい
たものを私学法においても明確化

• 「任務を怠ったとき」とは、概ね善管注意義務に反したときに相当し、悪意又
は過失により学校法人に損害を与えたときに 賠償の責任が生ずる

• 評議員会の決議等により、一定の範囲で役員の損害賠償責任を軽減できる

◆ 役員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があ
つたときは、当該役員は、これによつて第三者に生じた損
害を賠償する責任を負う。 【改正後の第44条の３ ※新設】

• なお、監査報告書に記載すべき重要な事項についての虚偽の記載をした場合は、
軽過失であっても監事が損害を賠償する責任を負う

６.役員の責任・その他役員に関する規定について ②
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【参考】役員の損害賠償責任 概要図（例）
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違反すれば法人に対し損害
賠償

義務を負ったり、解任事由
となる

【参考】役員の損害賠償責任の免除 概要図（例）
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違反すれば法人に対し損害
賠償

義務を負ったり、解任事由
となる
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【参考】非業務執行理事・監事の損害賠償責任限定契約等 概要図（例）
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違反すれば法人に対し損害
賠償

義務を負ったり、解任事由
となる

30

◆ 学校法人は、学校法人は、理事、監事、評議員、職員等の
関係者に対し特別の利益を与えてはならない。

【改正後の第26条の2 ※新設】

• 特別な利益とは、土地建物の無償・過度に低廉な価格による貸与や報酬規程に
基づかない金銭の提供等を指す

◆学校法人は、役員報酬基準を作成、閲覧に供し、公表も
しなければならない【改正後の第47条、第66条 ※新設】

• 役員報酬基準は、民間事業者の役員の報酬等を考慮して、不当に高額なもの
とならないようにしなければならない

６.役員の責任・その他役員に関する規定について ③



新型コロナウイルス感染症を踏まえた学校法人の運営についての関係文書

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた学校法人の運
営に関する取扱いについて
（令和２年３月11日文部科学省高等教育局私学部私学行政課事務連絡）

新型コロナウイルス感染症の発生等に伴う私立学校法等にお
ける期限の定めのある規定の取扱いについて
（令和２年４月７日文部科学省高等教育局私学部私学行政課・私学助成課事務
連絡）

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた学校法人の登
記に関する取扱いについて
（令和２年６月17日文部科学省高等教育局私学部私学行政課事務連絡）
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【参考】コロナ禍における理事会・評議員会の運営

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた学校法人の運営に関する取扱いに
ついて（事務連絡）

※令和２年３月11日文部科学省高等教育局私学部私学行政課事務連絡

【１ 理事会の開催について】
• 原則として、理事会は単に議決を行うための機関ではなく、理事が議題につい
て相互に意見交換を行うことにより、学校法人の業務執行の意思決定を行うこ
とが期待されるものであることから、書面のみで決議を行うことは認められな
いこと。

• 他方で、理事会の開催にあたっては、新型コロナウイルスの感染拡大を防止す
る観点から、無理のない範囲で出席可能な理事のみが実際に出席したうえで、
他の理事については書面による意思表示によって理事会への出席とみなし、理
事会を開催することは可能であると解されること。

• なお、単なる白紙委任や理事長等への一任等は出席者とみなすことはできない
ことに留意されたいこと。

• また、例えば、テレビ会議等による理事会開催についても、出席者が一堂に会
するのと同等の相互に十分な議論を行うことができるという環境であれば、許
容されると解されること。

• 理事会の開催にあたっては、感染拡大防止の措置等を講じる必要があること。

【２ 評議員会の開催について】
• 評議員会の開催についても、１．と同様に扱われたいこと。



参考１：その他私立学校法で定める
内容について
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◆法人の機関設計や議決手続の詳細は、寄附行為の定めによる法人の
自治に委ねられている。【第30条第１項】
◆詳細については「学校法人寄附行為作成例」を参照。
◆届出事項を除き、寄附行為の変更は認可が必要。【第45条】

【私学法３０条１項各号】

一 目的
二 名称

三 その設置する私立学校の名称及び当該私立学校に課程、学部、大学院、大学院の研究科、学科又は
部を置く場合には、その名称又は種類（私立高等学校（私立中等教育学校の後期課程を含む。）に広
域の通信制の課程（学校教育法第五十四条第三項（同法第七十条第一項において準用する場合を含
む。）に規定する広域の通信制の課程をいう。）を置く場合には、その旨を含む。）

四 事務所の所在地

五 役員の定数、任期、選任及び解任の方法その他役員に関する規定
六 理事会に関する規定
七 評議員会及び評議員に関する規定

八 資産及び会計に関する規定
九 収益を目的とする事業を行う場合には、その事業の種類その他その事業に関する規定

十 解散に関する規定

十一 寄附行為の変更に関する規定
十二 公告の方法

34

寄附行為の記載事項



財産の管理等について

◆毎会計年度終了後２月以内に財産目録等の作成、備付け及
び閲覧が必要【第47条第1項、第２項 ※改正あり】

◆今回の改正で財産目録等は公表の対象に
【改正後の第63条の２ ※新設、文部科学大臣所轄学校法人のみ】

財産目録等の作成、備付け、閲覧及び公表

◆学校法人は私立学校に必要な施設及び設備、経営に必要な
財産を有しなければならない【第25条第１項、第２項】

◆収益を目的とする事業を（寄附行為に規定することで）
一部行うことが可能【第26条】

一定の資産の保有

収益事業
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中期的な計画について

◆文部科学大臣が所轄庁である学校法人は、事業に関する中期的な計画を作成し
なければならない。

◆事業計画及び事業に関する中期的な計画を作成するに当たっては、認証評価の
結果を踏まえて作成しなければならない。

【改正後の第45条の2第２項、第3項 ※新設】

学校教育法等の一部を改正する法律等の施行について（通知）抜粋（令和元年７月12日）

第三 私立学校法の一部改正
２．留意事項
③ 予算及び事業計画並びに事業に関する中期的な計画
ウ 中期的な計画については、文部科学大臣所轄法人は、施行日である令和２年４月１日まで
に、改正後の私立学校法に基づき、あらかじめ評議員会の意見を聴くとともに、認証評価に
おいて指摘された改善事項等を踏まえて作成することが必要であること。ただし、施行日以
前に作成した令和２年３月31日以前を計画期間の始期とする中期的な計画については、あ
らかじめ評議員会の意見を聴くこと及び認証評価結果を踏まえることを定める規定は適用さ
れないこと。
中期的な計画の期間中に認証評価を再度受審した場合には、次年度の事業計画及び次期の

中期的な計画等に適切に反映させる必要があること。
また、中期的な計画については、教学、人事、施設、財務等に関する事項について、中長

期的視点で経営の計画を立てる必要がある観点から、原則として５年以上の期間とすること。
詳細な内容や期間については、法人規模等に応じて法人において適切に判断すべきであるが、
抽象的な目標に留まらず、データやエビデンスに基づく計画であることが望ましいこと。 36



措置命令
▶法令の規定や寄附行為に違反し、又はその運営が著しく適正を
欠く学校法人に対し、必要な措置をとるべきことを命令できる【第
60条第１項】

▶他の方法により監督の目的を達することができない場合に限り、
解散を命ずることができる。【第62条】解散命令

収益事業
の停止

▶学校法人が寄附行為で定められた事業以外の事業を実施した場
合等、その事業の停止を命ずることができる。【第6１条】

収益事業
の停止

▶学校法人の事務所その他の施設に立ち入り、業務若しくは財産
の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させること等がで
きる。【第63条第１項】

報告及び
検査

役員の
解任勧告

▶措置命令に従わない場合、役員の解任を勧告できる【第60条第９
項】

37



基本的には（※）旧理
事が清算人に選任【５０
条の４】され、清算手続
を行う

法人の財産を換価
し、債務を弁済

最終的に残った残余
財産を引き渡す（寄附
行為で定めた者に帰
属させ、いなければ国
庫に帰属）【５１条】

◆学校法人が消滅に向けた手続（＝清算手続）に入ること

学校法人の解散

【私立学校法第５０条第１項】
学校法人は、次の事由によつて解散する。
一 理事の三分の二以上の同意及び寄附行為で更に評議員会の議決を要するものと定

められている場合には、その議決
二 寄附行為に定めた解散事由の発生
三 目的たる事業の成功の不能
四 学校法人又は第六十四条第四項の法人との合併
五 破産手続開始の決定
六 第六十二条第一項の規定による所轄庁の解散命令

学校法人の清算手続

38

※学校法人が所轄庁の解散命令により解散したときは、所轄庁は、利害関係人の申立に
より又は職権で、清算人を選任する。



【私立学校法第６６条】
次の各号のいずれかに該当する場合においては、学校法人の理事、監事又は清算人は、二十万円以
下の過料に処する。
一 （略）
二 第三十三条の二の規定による寄附行為の備付けを怠つたとき。
三 第三十三条の二の規定に違反して、正当な理由がないのに、寄附行為の閲覧を拒ん
だとき。

四 第三十三条の三の規定による財産目録の備付けを怠り、又はこれに記載すべき事項
を記載せず、若しくは虚偽の記載をしたとき。

五 第四十五条第二項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。
六 第四十七条第二項の規定に違反して、財産目録等の備付けを怠り、又は財産目録等
に記載すべき事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をしたとき。

七 第四十七条第二項の規定に違反して、正当な理由がないのに、財産目録等の閲覧を拒んだとき。
八 第五十条の二第二項又は第五十条の十一第一項の規定による破産手続開始の申立てを怠つたと
き。

九 第五十条の九第一項又は第五十条の十一第一項の規定による公告を怠り、又は虚偽の公告をし
たとき。

十 第五十三条又は第五十四条第二項の規定に違反したとき。
十一 第六十一条第一項の規定による命令に違反して事業を行つたとき。
十二 第六十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定によ

る検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。
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参考２：改正私立学校法Q&A
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参考３：留意すべき法改正の動向

55



民法の一部を改正する法律等の施行（令和２年６月３日付け私学行政課事務連絡）

１．消滅時効の期間
債権一般について、①権利を行使することができることを知った時から５年、②権利を行使することができる時から10年のい

ずれか早い方の経過によって時効が完成することとされた（第166条）。
※ ①については、従前の消滅時効期間の違い（学納金債権２年、奨学金債権10 年、診療報酬債権３年等）がなくなった。

ただし、生命・身体の侵害及び生命・身体を害する不法行為による損害賠償請求権については、①損害及び加害者を知った
時から５年、②権利を行使することができる時から20年とする特則が設けられた（第167条・第724条の２）。

※ 安全配慮義務違反に基づく損害賠償責任について、消滅時効の取扱いの違い（債務不履行は①５年、②10年、不法行為は①３年
、②除斥期間として20年）がなくなった。

２．個人包括根保証の禁止拡大及び主債務の履行状況に関する情報提供義務
個人根保証契約は、極度額を定めなければ効力を生じないものとされた（第465条の２第２項）。主債務の履行状況に関

する情報を保証人に提供する義務が課された（第458条の２）。
学生が負う不特定の各種債務について入学時・寄宿舎入舎時に保護者等と締結する保証契約は、対応が望まれる。

３．定型約款に関する規定の新設
定型取引に際し、定型約款が契約内容となる場合（第548条の２）や定型約款の一方的変更により契約内容が変更され

る場合（第548条の４）の要件が定められた。契約成立時に相手方の請求に応じた約款の内容の提示（第548条の３第１
項）や、約款変更の内容、効力発生時期等のインターネット周知（第548条の４第２項）も義務付けられた。
学則等諸規程が定型約款に該当しうることも考慮した対応が望まれる。

民法の一部改正

労働基準法の一部改正

賃金請求権の消滅時効期間について、５年（従前は２年）を原則としつつ、労使関係への影響に鑑み、当分の間３年とす
ることとされた（第115条・第143条）。 賃金台帳等の記録の保存期間についても、同様に、５年（従前は３年）としつつ、
当分の間３年とすることとされた（第109条・第143条）。 ※ 退職手当請求権については、現行の５年のまま。
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※令和２年４月１日から施行。



内部通報・外部通報の実効化

○ 事業者に対し、内部通報に適切に対応するために必
要な体制の整備等（窓口設定、調査、是正措置等）を
義務付け。具体的内容は指針を策定【第11条】

※中小事業者（従業員数300人以下）は努力義務

○ その実効性確保のために行政措置（助言・指導、勧告
及び勧告に従わない場合の公表）を導入【第15条・第16条】

○ 内部調査等に従事する者に対し、通報者を特定させる
情報の守秘を義務付け（同義務違反に対する刑事罰
を導入）【第12条・第21条】

① 事業者自ら不正を是正しやすくするとともに、
安心して通報を行いやすく

③ 通報者がより保護されやすく

公益通報者保護法の一部を改正する法律の概要

近年も社会問題化する事業者の不祥事が後を絶たず → 早期是正により被害の防止を図ることが必要

（現 行）
信じるに足りる相当の理由
がある場合の通報

（改 正）
氏名等を記載した書面を提出
する場合の通報を追加

○ 権限を有する行政機関への通報の条件【第３条第２号】

○ 権限を有する行政機関における公益通報に適切に
対応するために必要な体制の整備等【第13条第２項】

（現 行）

生命・身体に対する危害

（改 正）
財産に対する損害（回復困難
又は重大なもの）を追加

通報者を特定させる情報が
漏れる可能性が高い場合を
追加

（なし）

○ 報道機関等への通報の条件【第３条第３号】

（現 行）

刑事罰の
対象

（改 正）

行政罰の対象
を追加

○ 保護される通報【第２条第３項】

（現 行）

（なし）

（改 正）
通報に伴う損害
賠償責任の免除
を追加

○ 保護の内容【第７条】

② 行政機関等への通報を行いやすく

※公布の日（令和２年６月12日）から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（改 正）

退職者（退職後１年以内）や、
役員（原則として調査是正の取組を前置）を追加

○ 保護される人【第２条第１項等】

（現 行）

労働者
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